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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第71期
第２四半期
連結累計期間

第72期
第２四半期
連結累計期間

第71期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 38,083,232 41,495,709 109,388,049

経常利益 (千円) 2,506,627 3,102,963 8,873,797

四半期(当期)純利益 (千円) 1,501,741 2,246,383 5,312,841

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 2,303,175 3,173,312 5,847,706

純資産額 (千円) 46,455,432 51,515,886 49,590,066

総資産額 (千円) 77,447,229 84,436,810 91,645,974

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 42.15 63.18 149.12

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 58.9 60.0 53.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 427,226 1,772,301 2,505,963

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △254,590 211,895 △697,459

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △816,012 △1,080,752 △844,212

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 15,214,498 17,725,610 16,822,166
 

　

回次
第71期
第２四半期
連結会計期間

第72期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 32.54 53.13
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

 ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 
２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1)　業績の状況

当第２四半期連結累計期間の業績につきましては、前年同期に大型工事の受注が集中したこと及び前年度末に一

部の工事で前倒し受注があったことなどから、受注高は前年同期比減少となったものの、前年度に次ぐ高水準の受

注を確保することができました。

また、売上高につきましては、首都直下地震対策関連工事をはじめとする高い前期繰越高からスタートしたう

え、工事の進捗も順調に進んだことから、前年同期比3,412百万円増加し41,495百万円となりました。

この売上高の増加に伴い、全社をあげて継続的に取り組んでいる不採算工事の徹底排除、原価管理の強化、種々

のコストダウン等の努力とも相まって、売上総利益は5,843百万円（前年同期比671百万円増加）、営業利益は

2,874百万円（前年同期比588百万円増加）、経常利益は3,102百万円（前年同期比596百万円増加）となりました。

さらに不動産の売却による特別利益の計上などもあり、四半期純利益は2,246百万円（前年同期比744百万円増加）

となりました。

 
セグメントの業績は、次のとおりです。なお、セグメントの売上高につきましては、外部顧客への売上高を記載

しております。

（土木事業）

受注高は31,011百万円（前年同期比26.1％減）、売上高は26,377百万円（前年同期比9.8％増）となりました。

売上高のうち工事進行基準による計上額は14,563百万円であり、次期繰越高は47,200百万円となりました。

セグメント利益は1,990百万円となりました。

（建築事業）

受注高は15,000百万円（前年同期比6.3％減）、売上高は11,301百万円（前年同期比17.4％増）となりました。

売上高のうち工事進行基準による計上額は8,525百万円であり、次期繰越高は19,964百万円となりました。

セグメント利益は530百万円となりました。

（その他）

売上高は3,816百万円で、その主なものは鉄道関連製品の製造及び販売収入であります。

セグメント利益は344百万円となりました。
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(2)　キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前年度末比903百万円増加し、17,725百万円となり

ました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

売上債権の減少等により、営業活動によるキャッシュ・フローは前年同期比1,345百万円収入が増加し1,772百

万円の収入となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

有形固定資産の売却等により、投資活動によるキャッシュ・フローは前年同期比466百万円収入が増加し211百

万円の収入となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

自己株式の取得による支出の増加等により、財務活動によるキャッシュ・フローは前年同期比264百万円支出

が増加し1,080百万円の支出となりました。

 

(3)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した、事業上及び財務上の対処すべき

課題について重要な変更はありません。

 

(4)　研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は５百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,900,000

計 138,900,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,100,000 36,100,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株であります。

計 36,100,000 36,100,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年９月30日 － 36,100,000 － 2,810,000 － 2,264,004
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(6) 【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８－11 3,740 10.36

東日本旅客鉄道株式会社 東京都渋谷区代々木２丁目２－２ 3,659 10.14

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,862 5.16

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 1,214 3.36

日本電設工業株式会社 東京都台東区池之端１丁目２－23 1,088 3.01

株式会社常陽銀行 茨城県水戸市南町２丁目５番５号 777 2.15

東鉄工業社員持株会 東京都新宿区信濃町34ＪＲ信濃町ビル４階 771 2.14

鉄建建設株式会社 東京都千代田区三崎町２丁目５番３号 770 2.13

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 731 2.02

株式会社千葉銀行 千葉県千葉市中央区千葉港１－２ 559 1.55

計 ― 15,173 42.03
 

(注） １　上記のほか、当社所有の自己株式が570千株あり、発行済株式総数に対する割合は1.58％であります。

 ２　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信

　　 託口）は、信託業務に係る株式です。

 

EDINET提出書類

東鉄工業株式会社(E00112)

四半期報告書

 6/20



 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

 
 (自己保有株式)
普通株式

570,900
 
(相互保有株式)
普通株式

1,000
 

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

35,504,500
355,045 ―

単元未満株式
普通株式

23,600
― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 36,100,000 ― ―

総株主の議決権 ― 355,045 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権20個)含ま

れております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式43株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

    平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東鉄工業株式会社

東京都新宿区信濃町34
ＪＲ信濃町ビル４階

570,900 ― 570,900 1.58

(相互保有株式)
株式会社全溶

東京都練馬区東大泉２丁目
11番６号

1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 571,900 ― 571,900 1.58
 

　

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 16,822,166 17,725,610

  受取手形・完成工事未収入金等 49,782,670 34,129,646

  未成工事支出金等 ※１  2,367,802 ※１  8,182,039

  繰延税金資産 944,336 609,248

  その他 3,483,615 4,574,731

  貸倒引当金 △17,988 △14,345

  流動資産合計 73,382,604 65,206,931

 固定資産   

  有形固定資産 6,561,089 6,234,827

  無形固定資産 262,146 245,432

  投資その他の資産   

   投資有価証券 10,996,294 12,308,976

   その他 2,431,793 2,417,589

   貸倒引当金 △1,987,953 △1,976,945

   投資その他の資産合計 11,440,134 12,749,619

  固定資産合計 18,263,370 19,229,879

 資産合計 91,645,974 84,436,810
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 28,423,279 19,319,093

  未払法人税等 2,295,815 951,547

  未成工事受入金 548,900 2,329,379

  完成工事補償引当金 79,300 57,400

  賞与引当金 1,666,707 1,094,891

  工事損失引当金 80,157 51,775

  その他 5,341,393 5,148,705

  流動負債合計 38,435,554 28,952,791

 固定負債   

  繰延税金負債 1,234,827 1,558,035

  債務保証損失引当金 332,300 328,800

  退職給付に係る負債 1,104,544 1,269,212

  その他 948,681 812,084

  固定負債合計 3,620,353 3,968,132

 負債合計 42,055,908 32,920,924

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,810,000 2,810,000

  資本剰余金 2,350,634 2,350,634

  利益剰余金 41,341,330 42,539,743

  自己株式 △155,029 △352,795

  株主資本合計 46,346,935 47,347,581

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,855,932 3,654,534

  退職給付に係る調整累計額 △409,536 △369,925

  その他の包括利益累計額合計 2,446,396 3,284,609

 少数株主持分 796,734 883,695

 純資産合計 49,590,066 51,515,886

負債純資産合計 91,645,974 84,436,810
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高   

 完成工事高 33,642,678 37,679,131

 付帯事業売上高 4,440,554 3,816,578

 売上高合計 38,083,232 41,495,709

売上原価   

 完成工事原価 29,203,928 32,619,177

 付帯事業売上原価 3,707,533 3,032,773

 売上原価合計 32,911,461 35,651,951

売上総利益   

 完成工事総利益 4,438,750 5,059,953

 付帯事業総利益 733,020 783,804

 売上総利益合計 5,171,770 5,843,758

販売費及び一般管理費 ※１  2,886,063 ※１  2,969,624

営業利益 2,285,707 2,874,133

営業外収益   

 受取利息 1,354 1,709

 受取配当金 104,409 110,120

 持分法による投資利益 38,522 48,438

 社宅料 54,607 58,757

 その他 22,027 13,393

 営業外収益合計 220,920 232,420

営業外費用   

 雑支出 - 3,591

 営業外費用合計 - 3,591

経常利益 2,506,627 3,102,963

特別利益   

 固定資産売却益 231 473,710

 債務保証損失引当金戻入額 2,300 3,500

 特別利益合計 2,531 477,210

特別損失   

 固定資産除却損 1,374 13,299

 特別損失合計 1,374 13,299

税金等調整前四半期純利益 2,507,784 3,566,874

法人税、住民税及び事業税 593,443 933,757

法人税等調整額 352,218 313,963

法人税等合計 945,661 1,247,721

少数株主損益調整前四半期純利益 1,562,123 2,319,153

少数株主利益 60,381 72,770

四半期純利益 1,501,741 2,246,383
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,562,123 2,319,153

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 734,609 808,098

 退職給付に係る調整額 － 39,610

 持分法適用会社に対する持分相当額 6,442 6,450

 その他の包括利益合計 741,052 854,159

四半期包括利益 2,303,175 3,173,312

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 2,235,224 3,084,596

 少数株主に係る四半期包括利益 67,951 88,716
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 2,507,784 3,566,874

 減価償却費 390,520 391,675

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △35,558 △14,650

 賞与引当金の増減額（△は減少） △523,831 △571,816

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △73,460

 受取利息及び受取配当金 △105,763 △111,830

 売上債権の増減額（△は増加） 8,931,869 15,653,023

 未成工事支出金等の増減額（△は増加） △5,430,423 △5,814,236

 仕入債務の増減額（△は減少） △5,430,287 △9,076,007

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,925,532 1,780,478

 その他 △874,850 △1,855,263

 小計 1,354,993 3,874,786

 利息及び配当金の受取額 109,714 117,910

 法人税等の支払額 △1,037,480 △2,220,395

 営業活動によるキャッシュ・フロー 427,226 1,772,301

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △214,422 △617,155

 有形固定資産の売却による収入 250 873,574

 その他 △40,417 △44,523

 投資活動によるキャッシュ・フロー △254,590 211,895

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 リース債務の返済による支出 △30,217 △26,130

 自己株式の取得による支出 △191 △197,766

 配当金の支払額 △783,847 △855,100

 少数株主への配当金の支払額 △1,756 △1,756

 財務活動によるキャッシュ・フロー △816,012 △1,080,752

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △643,376 903,443

現金及び現金同等物の期首残高 15,857,875 16,822,166

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  15,214,498 ※  17,725,610
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職給付

適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方

法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業

員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込期間ごとの金額を反映した単一

の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半期

連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が299,674千円増加し、利益剰余金が192,870千

円減少しております。また、当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

 

※１　未成工事支出金等の内訳

 

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

未成工事支出金 1,303,650千円 6,183,710千円

未成業務支出金 100,541 315,957

商品及び製品 261,827 316,709

材料貯蔵品 701,783 1,365,662

　　　　計 2,367,802 8,182,039
 

 

２　偶発債務(保証債務)

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対し債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

(銀行借入金保証)   

　従業員(住宅融資制度) 138,443千円 123,665千円

　　　　計 138,443 123,665
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(四半期連結損益計算書関係)

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

従業員給料手当 1,059,767千円 1,151,165千円

賞与引当金繰入額 344,318 342,371 

退職給付費用 95,822 86,370 

貸倒引当金戻入額 △34,958 △11,349 
 

 

２ 売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 

平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

当社グループの売上高は、土木事業及び建築事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計

期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半

期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金預金勘定 15,214,498千円 17,725,610千円

現金及び現金同等物 15,214,498 17,725,610
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(株主資本等関係)

　

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日
定時株主総会

普通株式 783,847 22 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 855,100 24 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結損益

計算書計上額

（注３） 土木事業 建築事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 24,013,949 9,628,729 33,642,678 4,440,554 38,083,232 － 38,083,232

セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ 101,877 101,877 250,152 352,030 △352,030 －

計 24,013,949 9,730,607 33,744,556 4,690,706 38,435,263 △352,030 38,083,232

セグメント利益 1,720,740 286,951 2,007,691 269,901 2,277,593 8,114 2,285,707
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鉄道関連製品の製造及び販売、不

動産賃貸事業並びに環境事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額8,114千円は、セグメント間取引消去3,350千円及び固定資産の未実現損益の調整額

4,763千円であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結損益

計算書計上額

（注３） 土木事業 建築事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 26,377,457 11,301,674 37,679,131 3,816,578 41,495,709 － 41,495,709

セグメント間の

内部売上高又は振替高
－ 185,627 185,627 325,784 511,411 △511,411 －

計 26,377,457 11,487,301 37,864,758 4,142,362 42,007,121 △511,411 41,495,709

セグメント利益 1,990,313 530,836 2,521,149 344,871 2,866,021 8,112 2,874,133
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鉄道関連製品の製造及び販売、不

動産賃貸事業並びに環境事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額8,112千円は、セグメント間取引消去3,595千円及び固定資産の未実現損益の調整額

4,516千円であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益 42円15銭 63円18銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益(千円) 1,501,741 2,246,383

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 1,501,741 2,246,383

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,629 35,556
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年11月７日

東鉄工業株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   北　川　　健　二　　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   阿　部　　與　直　　　印

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東鉄工業株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東鉄工業株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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